
平成17年11月16日

「検討方向」
１　条例制定の意義、法令上の位置付け

（１）   検討の理由、制定の意義

　１）検討・制定のきっかけは何か。

① 地方自治法の改正（分権一括法）により、機関委任事務が廃止され、自治事
務が拡大した。

② 三位一体の改革（「中央から地方へ」）の進展により、国庫補助負担金の廃
止・縮小と自主財源の拡大が進んでいる。

③ ボランティアやＮＰＯの活動が進んでいる。市民活動をいかに推進していく
かが問われている。

④　「区民とともに築く地域経営」をいかに実現するかが問われている。

⑤ 区政に参加する区民が限られているため、参加しやすい仕組みを作ること
が求められている。

⑥ 区政は、最終的には長と議会の意思により決定・運営がなされるが、少数意
見に配慮する仕組みが求められている。

　２）何を目指すのか。

①　練馬区における協働の姿を明らかにして、区民との協働を図る。

②　区民の責務・役割を明確にして、区政に参加・参画するルールを設ける。

③ その時々の区民の要望に立脚した行政を展開するためにも、区民ニーズの
把握のための新たな仕組みを組み込む。

④　区と区民とが共に考え、行動する風土を築くため、職員の意識を変革する。
２　住民自治の基本理念、自治のあり方

（１）   住民自治の基本理念、基本原則

① 住民と自治体は、目指すべき目標の実現のために協働していくのか、それと
も、そもそも住民と自治体は協働の関係なのか。

② 住民と自治体が目指すべき目標を掲げる場合、どのように定義すればよい
か。

③ 自治の理念の一つとして「基本的人権の尊重」を盛り込むべきかどうか。ま
た、憲法の基本原則である、国民主権、平和主義、人権の尊重との比較で、平
和や国民主権は入れないのか。

④　自治と公共、人権の考え方を整理する必要ではないか。

⑤　国や都との協力については、どうするか。

（仮称）練馬区自治基本条例を考える区民懇談会の「検討方向」と
    （仮称）自治基本条例庁内研究会検討報告における「論点」について

＜参考＞　（仮称）自治基本条例庁内研究会検討報告における「論点」
１　まちづく
りの基本方
向や考え方
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「検討方向」
２　住民自治の基本理念、自治のあり方

（６）   個人情報保護

① 行政の責務としての「個人情報保護」を規定するのか、住民の権利としての
「プライバシー権」まで含めて規定するのか。

② プライバシー権は基本的人権の一つであるが、行政の責務の一つとして個
人情報保護を規定するなど、区としての個人情報保護に対する姿勢と区民の権
利を明確にする必要があるのではないか。

③ あわせて区民相互においても個人情報保護に努める責務を規定するかどう
か。また、区民の責務として互いのプライバシー保護まで規定するか。

３　参加、参画

（２）   情報公開制度

① 情報公開条例で法的に義務付けられているのは「公文書」の公開である。情
報共有と区政への参加の観点からは公文書だけでなく、附属機関以外も含めた
会議の原則公開が求められるのではないか。

② 具体的な内容は先の情報公開条例に規定しているので、自治基本条例に
定めるものとしては区民の知る権利の保障と区が保有する情報は区民共通の財
産であることの確認することになるか。

③ 自治のあり方の前提として、住民と自治体との情報共有という原則を理念と
して規定するかどうか。

④ 執行機関は区民に対して区政に関する説明責任を負うこと、区議会とともに
積極的に情報を公開（公表）、提供していく義務があることを行政運営の基本と
して明記していく必要があるのではないか。

２　情報共
有・情報公
開

＜参考＞　（仮称）自治基本条例庁内研究会検討報告における「論点」
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「検討方向」
２　住民自治の基本理念、自治のあり方

（２）   区民の権利、役割と責務

① 憲法・地方自治法で定められている権利義務規定との関係を整理する必要
はないか。

② 新たに条例により創設される権利は、実体法上の効力ある権利かプログラム
規定か。前者とすれば、権利侵害に対する救済規定の必要性があるか。

③　先行する条例との考え方の整合性を図る必要があるのではないか。

④ 区民の責務として「基本的人権の尊重」を盛り込むべきか。自治について区
民同士の意見が対立したり利害が相反したりする場合もあり、互いの立場や人
権を尊重するという規定は必要ではないか。

⑤ 区民の責務・執行機関の責務のセットで定めるべきか。盛り込む場合に、
「基本的人権の尊重」として包括的に規定するか、「人権・国籍・信条・性別・年
齢・社会的・身分的状況等にかかわらず平等に」「異なる文化や価値観を認め
る」といった少数者等にも配慮した規定も入れていくのか。

⑥ 住民投票を規定し、かつ、外国人にも門戸を拡げた場合には、国籍を含め
て人権に関するものが必要になるのではないか。同様に、住民投票に「年齢に
関わらず」参加する場合にも、必要になるのではないか。

⑦ まちづくり活動の参加・不参加により差別的扱いを受けないとの規定を置く
かどうか。また、区民の責務として互いのプライバシーの保護をうたうかどうか。

３　参加、参画

（１）   参加主体の拡大

① 参加主体をどこまで広げるか。また、参画する区民等に自分たちで解決する
という意思をはっきりもってもらうためにはどうしたらよいか。

② どのような仕組みをつくるか。参加する範囲は、重要な案件のみとするか、
全ての案件についてとするか。

③ 行政の意識改革と、区民等との役割分担を明確にする必要があるのではな
いか。

（４）   附属機関の委員等の区民公募

① 自治基本条例の中に住民参画の全体像を規定することとし、住民参加条例
は制定しないこととするか。あるいは、住民参加の実効性を担保するため、自治
基本条例とは別に住民参加条例を制定するか。

② 住民の権利、責務、執行機関の運営原則という観点から規定することとし、
公募については、条文としない整理もあるのではないか。

③　会議の公開原則を条文化するかどうか。

④　公募の原則を条文化するかどうか。

⑤ 公募に当たって、女性委員の積極的登用に触れるか。更に、附属機関の委
員等は、全体として男女の均衡に配慮することについても触れるか。

（５）   区民意見反映（パブリックコメント）

①　全ての案件について、適用すべきか。

②　迅速・緊急・軽微などにより適用しない場合についても、案は公表すべきか。

３　区民参
加

＜参考＞　（仮称）自治基本条例庁内研究会検討報告における「論点」
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（６）   区民意見反映（パブリックインボルブメント等）

① 「パブリックインボルブメント」は、「住民参画」を求める案件の範囲や手続な
どについて、標準的な定め方は可能か。

（７）   区民政策提案制度

① 政策提案制度と、一般広聴との違いを整理する必要があるのではないか。
一般広聴と区別することから、政策提案を行うことができる要件（ハードル）を定
めることとするかどうか。

② 受付・回答の窓口をどこに置くか。審査のための附属機関は、必要ないか。
一方、大量の提案が出されたら、どうするか。

③　区民の発意を引き出すための仕組みを設ける必要はないか。
５　住民投票

（１）   住民投票

① 予め住民投票を実施する要件や投票方法など具体的なことを定める（常設
型住民投票条例）か、住民投票を実施することができる旨を規定する（事案ごと
に実施方法等を規定する条例が別途必要）か。

② 連署の必要な住民の数は、どうするか。５０分の１、６分の１などがあるが、そ
の理由としてはどのようなものがあるか。

③ 「議員および長の選挙権を有する者」に限るか、外国人にも広げるか。外国
人へ広げるメリットとしては、どのようなものがあるか。

④ ２０歳以上とするか、年齢を引き下げるか。２０歳未満に広げるメリットには、
どのようなものがあるか。

⑤　実施する案件が想定しづらい。

⑥　相当の経費（約２億円）がかかる。他に代替策はないか。（郵便投票など）

「検討方向」
４　協働

（１）   協働と共同

①　協働する主体を誰にするか。

②　協働する範囲を定めるか。

③　協働の仕組みづくりが必要ではないか。

④　区と区民等が対等であるという担保が必要ではないか。

⑤　自治条例の中で協働のあり方について言及するか。

⑥　区と地域で公共活動を行う団体とどう関わっていくか。

⑦　行政の意識改革（経費の面だけを考えていないか等）が必要ではないか。

⑧ 区民等の意識改革（主体的に協働しているといえるか等）も必要ではない
か。

⑨ 区と区民等との役割分担の明確化。対等な関係を築くためには、区民等に
権利を付与する必要性があるか。

４　協働・コ
ミュニティ

＜参考＞　（仮称）自治基本条例庁内研究会検討報告における「論点」
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「検討方向」
２　住民自治の基本理念、自治のあり方

（３）   執行機関の役割と責務

①　現行制度内で自明の事柄であり、条例化の必要性があるか。

②　法的な問題点はないと思うが、努力規定で足りるか。

③ 区民の責務とセットで、行政の責務としても「基本的人権の尊重」を盛り込む
べきか。

３　参加、参画

（３）   行政評価制度

①　政策評価条例を制定すべきではないか。

② 自治基本条例を制定する際、区の行政評価要綱および行政評価委員会を
まとめた条文を設けるべきではないか。

③　事業部制導入を踏まえて、組織評価の観点も条例化すべきではないか。

④ 行政評価の条文とあわせて、行政評価の目的で行政改革についても条文
化すべきではないか。

⑤　また、長期総合計画の条文もあるべきではないか。

「検討方向」
２　住民自治の基本理念、自治のあり方

（４）   議会の役割と責務

①　現行制度内で自明の事柄であり条例化の必要性があるか。

② 議会の権能、議会・議員の責務については、あらかじめ議会・会派等との調
整が必要ではないか。

６　議会の役
割・責務

５　区、区長
の役割・責
務

＜参考＞　（仮称）自治基本条例庁内研究会検討報告における「論点」

＜参考＞　（仮称）自治基本条例庁内研究会検討報告における「論点」

5



「検討方向」
１　条例制定の意義、法令上の位置付け

（１）　検討の理由、制定の意義

　３）課題

① 先ずは協働と区政への参加・参画など骨格を定める条例を制定し、条例を
運用しながら、適宜、条項を追加・修正してはどうか。

②　常設の住民投票制度は、区の自主財源（区税）の範囲で可能かどうか。
（２）   法令上の位置付け

①　自治基本条例の制定趣旨を前文で明らかにすべきか。

② 例えば、地方自治法上の直接参政制度との関係や、議会の権能と長の権
能など、現行の地方自治制度と自治基本条例で想定される制度との整合性を
議論しておく必要があるのではないか。

（３）   基本構想、長期計画との関係

① 自治基本条例は、基本構想や長期計画で示した目標や施策を実現する手
段として策定するのか、区民参画を更に進めていくために策定するのか、あるい
は両方なのか。

② 総合計画など基本計画や指針などの策定・変更・廃止について、議会の議
決を必要とする条例を、議員提出で可決した自治体がある。同種の議決条例
は、9県目とのこと。条例化するということは、区長決定ではなくて、区という団体
意思で計画を決めるということ。一方、議決する議会の責任は重くなる。区は、ど
うするか。

③ 基本構想や長期計画などで設定する将来像や計画目標などは、改定され
るので、全く同じ表現で条例に定義するのはいかがなものか。目指すべき状態
を条例で定めると、基本構想を定める際に支障が出てくるのではないか。

（４）   条例の関連性

① 自治基本条例で定めるべき内容を、複数の条例に分割して定めることとして
はどうか。

② 一つにするか複数にするかは、方法論である。しかし、一つにすると、どこが
条例の所管となるのかは課題となるのではないか。

２　住民自治の基本理念、自治のあり方

（５）   行政運営の基本

① 地方自治法などで規定されている事項について、自治基本条例に改めて規
定するか。

② 情報公開や個人情報保護など既に条例化している事項については、どう
か。

③ 精神規定にとどまり、具体的な責務や事務事業が伴わないものを規定して
いいのか。

④ 「計画的な総合行政」のような規定をおいた場合、これと対比されるものとし
て、「社会状況等の変化に伴う基本構想の見直し」あるいは「基本構想の定期的
な見直し」を入れることはどうか。

⑤　行政改革や行政評価についても、行政運営の基本として入れてはどうか。

７　条例の構
成や位置づ
け

＜参考＞　（仮称）自治基本条例庁内研究会検討報告における「論点」
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６　最高規範性、審議会等の設置

（１）最高規範性

① 「最高規範」の意味はどうとらえればよいのか。憲法第98条において定める
憲法に反する法令等は効力を有しないとする意味と同義であるのか。

② 「最高規範性」があるとすれば、自治基本条例を根拠にして、区の他の事務
が司法の場で争われる余地があるがどうか。

③　住民投票により自治基本条例の「最高規範性」を位置づけるか。

④　自治基本条例の改廃に関して、他の条例とは異なる議決の過程や方法を設
けるか。

「検討方向」
３　参加、参画

（８）   区民の不利益救済制度

①　対応する職員の意識の差を解消する必要があるのではないか。

② 苦情処理方法を詳細にルール化し、苦情問合せなどの一元化を図るなど複
雑化したシステムを簡素化する必要があるのではないか。

③ 意見・要望・苦情等への対応のための機関を設置した場合、現在の広聴機
能との調整が必要となるのではないか。また、相当の経費がかかる。

「検討方向」
４　協働

（２）   地域合意の仕組み（まちづくり条例）

① （仮称）まちづくり条例における「住民参加」の考え方（定義）との整合を図る
必要があるのではないか。

② また、これに基づく具体的な仕組みとの整合（個別の都市計画決定や事業
認可などにおける地権者、住民の同意、合意にかかわる基準、方法などが一律
ではないこととの整合）を図る必要があるのではないか。

③ 住民への支援体制の整備にあたり、（仮称）まちづくり条例に基づく「まちづ
くりセンター」との整理が必要となるのではないか。

「検討方向」
４　協働

（３）   地域合意の仕組み（地区計画等）

① 住民主体で「素案」（地区計画等の原案の内容となるべき事項）を作成する
場合の共通ルールの考え方や住民支援の仕組みの考え方との整合を図る必要
があるのではないか。

② 都市計画の種類（地区計画等、用途地域等、道路、鉄道、公園、土地区画
整理事業、市街地再開発事業など）や段階（都市計画決定、事業認可）によっ
て、求められる住民等の「合意」の質や手続きが異なることとの整合を図る必要
があるのではないか。

？

？

？

＜参考＞　（仮称）自治基本条例庁内研究会検討報告における「論点」

＜参考＞　（仮称）自治基本条例庁内研究会検討報告における「論点」

＜参考＞　（仮称）自治基本条例庁内研究会検討報告における「論点」
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「検討方向」
６　最高規範性、審議会等の設置

（２）審議会等の設置
① 議会による監視のほかに、住民や学識経験者からなる組織が必要かどう
か
②　具体的には、どのようなことを審議しているのか。

③ 設置する場合、既存の審議会等との重複を避けるためには、どのように整理
すればよいか。

？

＜参考＞　（仮称）自治基本条例庁内研究会検討報告における「論点」
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